
様　式　イ

 ・①～③は地域の意識高揚を図る勉強会や打合せ会の開催とと
もに、ボランティアの発掘や育成を図るための研修会・講習会を開
催し、各町内会の実情に合わせ独自に取り組んでいく。
・④についてはモデル地区全体で取り組む。｢町内会担当者打合
せ会議」を設置し、各町内会の代表が、日常支援の情報共有や、
災害時要援護者支援名簿作成に向けた具体的な検討を行ない、
２１年度内に名簿の完成と日常的な支援の体制づくりを進めてい
く。
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平 成 19 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 20 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
　関係団体連絡会議の開催、モデル地区（連合町内会単位）の選
定

・　モデル(北白石）地区における要援護者の福祉ニーズの把握、
地域住民等への単身高齢者に関する情報提供に伴う課題の整
理、具体的な支援策の検討
・単身高齢者(介護支援サービスを受けていない）500世帯を対象
に民生委員･児童委員と町内関係者でアンケート訪問調査の実施
(8月～9月）
・アンケート調査から健康や除雪など日常に関することだけではな
く、防災や緊急時の連絡などに不安をもっていることがわかる。
・アンケート従事者情報交換会(11月）、｢高齢者が安心して暮せる
まちづくりワークショップ」(12月）を開催し、①気軽に集える場づくり
②日常の声がけや見守り　③町内会と民生委員･児童委員の情報
共有　④災害時に備えた要援護者の名簿づくりなど、具体的な取
組みが明確となった。

平 成 21 年 度 事 業 内 容 （ 予 算 ） 平 成 22 年 度 事 業 内 容 　（ 予 算 ）

担 当 白石区保健福祉部保健福祉課　大久保　℡　８６１－２４００内線３２６

全　　体　　計　　画
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＜年 度 別 の 事 業 内 容＞
平成19・20年度
　　①関係団体連絡会議の開催、②モデル地区（連合町内会単
位）の選定、③要援護者の福祉ニーズの把握、④地域住民等への
単身高齢者に関する情報提供に伴う課題の整理、⑤具体的な支
援策の検討
平成21年度
　　モデル地区における具体的な支援策の実施
平成22年度
　　区内全域での支援策の実施

　区内の「要援護者（65歳以上の単身高齢者で、介護保険の要支
援者や要介護者には至らない者）」の福祉ニーズを把握し、地域
住民（町内会）を中心に、民生委員児童委員、福祉のまち推進セ
ンター、区社会福祉協議会、地域包括支援センター等による、地
域におけるネットワークを発展させ、ニーズに即した介護予防事業
や地域ケア体制を整備するなど、福祉支援活動を一層効率的、効
果的に実施するとともに、地域住民等が自ら地域の要援護者への
支援を行うことができる体制づくりを推進する。

平 成 21 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の １ ）

計画体系コード 3-1-2 事業名 高齢者が安心して暮らせるまちづくり推進事業
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評    価　（　成　果　） 課    題

■市民との連携、市民参加
　本事業は、町内会、地区民生委員児童委員、地区福祉のまち推進センター、地区社会福祉協議会など、地域住民が主体となるものであ
り、行政の役割は、これらの団体の活動を有機的に結びつけ、地域住民が地域の要援護者への支援活動に自主的に参加する仕組みを作
ることにある。

■企業等との連携・協働
　 [資金協力]  (該当なし）
　 [人材協力]　今後、地域におけるネットワークを発展させていく上で、地域の多様な人材との連携・協力が不可欠となる。
　 [情報協力]　（該当なし）
　 [その他の協力] （該当なし）

　単身高齢者への支援活動は、一部の団体や個人に固定されがち
であることから、地域住民への意識啓発等を通じて、活動の裾野を広
げるとともに、継続的な取り組みが可能となるような体制づくりと積極
的な人材発掘・育成が必要である。
　また、単身高齢者の個人情報の取扱に関して、地域住民が主体的
に考え、単身高齢者本人はもとより、地域住民全体の合意形成を図り
ながらルールづくりが必要である

■市民・企業等が参加しやすい環境づくり
モデル地区のアンケート調査結果から、除雪の協力ニーズが高く、今後市民や業者などとの連携・協力体制が必要である。

平 成 21 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ２ ）

今   後   の   事  業  の  予  定  ・ 方  向
　「町内会担当者打合せ会議」を設置し、日常支援の情報共有や、災害時要援護者支援名簿作成に向けた具体的な検討(情報収集、名簿
管理ルールなど）を行い各町内会ごとに実施し、日常的な支援の体制づくりを進めていく。

　これまで単身高齢者を対象とした支援活動は、関係団体がそれぞ
れ独自に実施していることが多かったが、地域住民や関係団体との
協議を行う中で、地域全体で取り組むことが必要である、との認識が
生まれており、情報交換会やワークショップを通して、活発な意見交
換が行なわれ具体的な取組みが明確となった。

計画体系コード 3-1-2

市 民 ・ 企 業 等 と の 協 働 の 状 況 （ 市 民 ・ 企 業 等 の 参 加 、 支 援 、 協 力 の 状 況 ）

事業名 高齢者が安心して暮らせるまちづくり推進事業
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《全体》

[19年度]

[20年度]
 事業内容の再検討をし、予算決定を行った。
［21年度］
 20年度を踏まえ、予算決定を行なった。

計　画　と　の　差　異  (　予　算　・　実　績　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)
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平 成 21 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ３ ） （単位：千円）

計画体系コード 高齢者が安心して暮らせるまちづくり推進事業3-1-2 事業名


